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退職手当削減についての質問状への回答が来ました	 

2012年 12月 25日付で組合から提出した質問状の回答が，2013年 1月 11日付で来ました． 
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★★全国の国立大学法人における退職手当削減の実施状況★★	 

 

全国大学高専教職員組合の調査によると，約 50の単組から回答があり，約 20の単組（島根大学
を含む）では交渉決裂し，1月 1日強行実施となっています．約 30の単組では 1月 1日実施を見
送らせ，現在も交渉継続中ではありますが，法人側は早急な実施を求めて強い姿勢に出ています．

他方で，法人独自の提案が出されたケースもあります． 
 
・	 山口大学：国家公務員通りの切り下げ改定を 1月 1日に実施するが，今年度の定年退職者は除
く． 

・	 和歌山大：今年度退職者の調整率を 1.04から 0.98に下げるところを 1.00に． 
・	 富山大：特殊要因経費の算出方法の改善を，学長が国大協に働きかける． 
・	 新潟大：定年退職の年齢（教職員満 65歳，職員満 60歳）に達している者については，12月 31
日時点での退職であれば，現行の退職金（調整率 104/100）の支給と，3 月 31 日までの再雇用
を暫定的に実施． 

・	 京都大：40歳，50歳時に 5日間のリフレッシュ休暇を創設．表彰規程の見直しを提案． 
 
なお，国大協はこの問題には立ち入らない姿勢のようです．国大協の存在意義も問われる事態な

のかもしれません． 
 

★★島根大学職員組合におけるここまでの交渉内容要約★★	 

 

	 退職手当削減問題について，大学側のあげる理由は主に２点あり， 
①	 官民均衡の観点から出された人事院勧告に基づくものであり，「社会一般の情勢に適合」させ

る改訂であること， 
②	 特殊要因運営費交付金による退職手当の財源そのものを削減されること， 
 
	 これに対し，組合側は 
①	 教員の場合，同規模の私立大学に比べて給与水準は高くない．また，一般事務職員のラスパイ

レス指数は低いため，民間との格差是正の論拠は成り立たない．そのため，切り下げの必要性

はない， 
②	 国立大学法人の教職員は国家公務員とは異なるため，労働契約法などから退職手当の切り下げ

には，高度な必要性に基づいた合理的な理由が必要である， 
③	 過去の判例から判断すると違法である 
 
組合としては財源問題が深刻ではあることをみとめながらも，激変緩和措置，とりわけ東日本大

震災において臨時給与削減を受け，今のところ実質的には代償措置を受けていない一般事務職員に
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ついては，少しでも退職手当の補填はできないかと提案しましたが，財源的に工夫できないので無

理だという回答となりました． 

 

 

★★退職手当削減問題への対応について，みなさまのご意見をお願いします★★	 

 

今後，どのように大学側との交渉を進めていくかは難しい問題です．財源そのものが削減される

見込みであるため，交渉して得られるものがあるとしても，その額はおそらく削減される退職手当

に比べれば，かなり少ないものになると予想されます．そうであれば，裁判を通じて社会全体にこ

の問題を訴えかけ，さらに裁判で勝利することによって，全額を取り返すという方針も考えられま

す．今回の退職手当削減に関する裁判を検討されている方がいましたら，組合員，非組合員にかか

わらず，組合としても相談，情報提供，応援などをします．ぜひ組合にご連絡ください． 
しかしその一方で，他の大学における交渉の成果をみると，大学側からある程度の代償措置を獲

得できる余地は，まだまだあるとも考えられます．組合としては，できるだけ大学構成員の意見を

くみとりながら，今後も粘り強く交渉を進めていきたいと考えています．つきましては，みなさま

のご意見やご要望などを，ぜひとも組合（union-s@sula0043.soc.shimane-u.ac.jp）までお寄せく
ださい． 

 
 

※※※※※※※※※※※職員組合は「『建国記念の日』に考える集い」を共催しています※※※※※※※※※※※ 

 


